
 

光市がけ地近接等危険住宅移転事業補助金交付要綱 

令和元年告示第７号 

改正 令和６年５月１日告示第６８号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、がけ地の崩壊等により、市民の生命に危険を及ぼす恐れ

のある区域において、社会資本整備総合交付金交付要綱（平成２２年３月２

６日付国官会第２３１７号国土交通事務次官通知）に基づき、危険住宅の移

転を行う者に対し、光市がけ地近接等危険住宅移転事業補助金（以下「補助

金」という。）を交付することについて必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において「危険住宅」とは、がけ地の崩壊等による危険が著

しい、次の第１号から第３号までのいずれかの区域に存する既存不適格住宅

又は次の各号のいずれかの区域に存する住宅のうち建築後の大規模地震、台

風等により安全上の支障が生じ、特定行政庁が是正勧告等を行ったものをい

う。 

(１) 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第３９条第１項に規定する

災害危険区域 

(２) 山口県建築基準条例（昭和４７年山口県条例第４２号）第７条の規定

により擁壁を設けなければならない区域 

(３) 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律

（平成１２年法律第５７号）第９条第１項に規定する土砂災害特別警戒区

域 

(４) 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第

４条第１項に定める基礎調査を完了し、前号に掲げる区域に指定される見

込みのある区域 

(５) 事業着手時点で過去３年間に災害救助法（昭和２２年法律第１１８

号）の適用を受けた区域 



 

 

（補助金の対象等） 

第３条 市長は、光市内に危険住宅を所有する者のうち、当該危険住宅の移転

（以下「補助対象事業」という。）を行うものに対し、予算の範囲内におい

て次の各号に掲げる経費について、補助金を交付することができる。 

(１) 危険住宅の除去等に要する経費 

(２) 危険住宅に代わる住宅建設（購入を含む。）に要する経費 

２ 前項の規定による補助金の交付の対象となる経費の区分等の基準は、別表

に定めるとおりとする。 

（補助金の交付申請） 

第４条 補助金の交付を申請しようとする者（以下「申請者」という。）は、

光市がけ地近接等危険住宅移転事業補助金交付申請書（様式第１号）に必要

な書類を添付し市長に提出しなければならない。 

（補助金の交付決定） 

第５条 市長は、前条の補助金交付申請書の提出があった場合は、その内容を

審査し、補助金の交付を決定したときは、申請者に対し光市がけ地近接等危

険住宅移転事業補助金交付決定通知書（様式第２号）により、通知するもの

とする。 

２ 市長は、前項の交付決定をする場合において、必要があると認めるとき

は、条件を付すことができる。 

（事業の着手） 

第６条 申請者は、前条第１項の通知を受けてから、補助対象事業に着手しな

ければならない。 

（事業の内容の変更） 

第７条 第５条第１項の交付決定を受けた申請者（以下「補助対象者」とい

う。）は、交付決定後において、補助対象事業の内容を変更しようとすると

きは、光市がけ地近接等危険住宅移転事業内容変更承認申請書（様式第３



 

号）を市長に提出し、承認を受けなければならない。 

（事業の中止） 

第８条 補助対象者は、交付決定後において、補助対象事業を中止しようとす

るときは、速やかに、光市がけ地近接等危険住宅移転事業中止承認申請書

（様式第４号）を提出し、市長の承認を受けなければならない。 

（補助金の額の変更の通知） 

第９条 市長は、前２条の申請書の提出があった場合は、その内容を審査のう

え、交付決定額を変更する必要があると認めるときは、光市がけ地近接等危

険住宅移転事業補助金交付変更通知書（様式第５号）により、補助対象者に

通知するものとする。 

（事業の完了報告） 

第１０条 補助対象者は、補助対象事業が完了したときは、当該事業の完了し

た日から起算して１４日以内又は補助金の交付決定のあった年度の３月３１

日のいずれか早い日までに、光市がけ地近接等危険住宅移転事業完了報告書

（様式第６号）を市長に提出しなければならない。 

（補助金額の確定） 

第１１条 市長は、前条の完了報告書の提出があった場合は、その内容を審査

し、適当と認めるときは、補助金の額を確定し、光市がけ地近接等危険住宅

移転事業補助金確定通知書（様式第７号）により、補助対象者に通知するも

のとする。 

（補助金の交付） 

第１２条 補助対象者は、前条の規定により確定した補助金の交付を受けよう

とするときは、光市がけ地近接等危険住宅移転事業補助金交付請求書（様式

第８号）を市長に提出しなければならない。 

（交付決定の取消し等） 

第１３条 市長は、補助対象者が次の各号のいずれかに該当するときは、交付

決定の全部又は一部を取り消すことができる。 



 

(１) この告示に違反したとき。 

(２) 補助金の交付に関して付された条件に違反したとき。 

(３) 補助対象事業に係る施工方法が不適当と認められるとき。 

(４) 補助金交付申請において、虚偽の申請をしたとき。 

２ 市長は、前項の規定により交付の決定を取り消したときは、補助対象者に

対し、光市がけ地近接等危険住宅移転事業補助金交付決定取消通知書（様式

第９号）により、通知するものとする。 

３ 市長は第１項の規定による取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付さ

れているときは、補助対象者に対し、光市がけ地近接等危険住宅移転事業補

助金返還命令書（様式第１０号）により、補助金の返還を命ずるものとす

る。 

（関係書類の整備） 

第１４条 補助対象者は、補助対象事業の実施状況及び当該事業に係る収支に

ついての状況を明らかにする帳簿その他の関係書類を整備しておかなければ

ならない。 

（跡地の整備） 

第１５条 市長は、危険住宅除去後の跡地について、その所有者に対して健全

な形式に資する利用がなされるよう指導するものとする。 

（報告及び指導） 

第１６条 市長は、必要があると認めるときは、補助対象者に対して報告を求

め、又は事業の実施に関して必要な指導をすることができる。 

（その他） 

第１７条 この告示に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、令和元年６月３日から施行する。 

附 則（令和３年告示第１１９号） 



 

この告示は、令和３年４月１日から施行し、令和３年４月１日以後の申請か 

ら適用する。 

附 則（令和６年告示第６８号） 

この告示は、令和６年５月１日から施行し、令和６年４月１日から適用す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表（第３条関係） 

事業区分 補助対象事業の内容 補助金 

危険住宅除却等に

要する経費（除却

等費） 

移転を行う者に対して危険住

宅の除却費等に要する費用

（消費税及び地方消費税を除

く。）を交付する事業 

危険住宅の除却に要する費用に

ついては１戸当たり「令和６年

度における住宅局所管事業に係

る標準建設費等について」（令

和６年３月２９日付け国住備第

４５９号、国住整第１２３号、

国住市第８７号国土交通事務次

官通知）第９により算出した除

去工事費を限度とする。 

その他除却等に要する費用（動

産移転費等）については１戸当

たり ９７５，０００円を限度

とする。 

危険住宅に代わる

住宅の建設（購入

を含む。）又は改

修に要する経費

（建物助成費） 

移転を行う者が、危険住宅に

代わる住宅の建設若しくは購

入（これに必要な土地の取得

及び造成を含む。）又は改修

に要する資金を金融機関その

他の機関から借り入れた場合

において、その者に対して当

該借入金利子（年利率８.５％

を限度とする。）に相当する

額（消費税及び地方消費税を

除く。）を交付する事業 

１戸当たり７,３１８,０００円

を限度額とする。この場合にお

いて、費目ごとの上限額は次の

とおりとする。 

（１） 建物 ４,６５０,００

０円 

（２） 土地 ２,０６０,００

０円 

（３） 敷地造成 ６０８,０

００円 

※１，０００円未満は、切り捨てる。 


